
質問に立つ
林市議

市民の願い市民の願い
暮
ら
し
の
願
い
に

　
寄
り
添
う
市
政
へ

暮
ら
し
の
願
い
に

　
寄
り
添
う
市
政
へ

　

滋
賀
県
は
、
２
０
２
７
年
度

に
国
民
健
康
保
険
料
水
準
の
県

内
統
一
化
を
進
め
て
い
ま
す
。

こ
れ
に
は
、
法
的
義
務
は
な
く
、

統
一
化
に
よ
っ
て
保
険
料
の
負

担
が
増
え
る
こ
と
は
確
実
で
す
。

今
で
も
高
す
ぎ
る
保
険
料
は
、

今
年
度
も
引
き
上
げ
ら
れ
、
所

得
２
５
０
万
円
（
給
与
所
得
者

１
人
）
で
40
歳
夫
婦
と
子
ど
も

１
人
の
モ
デ
ル
世
帯
で
は
、
１
，

２
６
０
円
増
え
、
年
間
４
３
１
，

０
４
０
円
も
の
負
担
と
な
り
ま

す
。

　

林
市
議
は
、
統
一
化
の
見
直

し
を
求
め
る
と
と
も
に
、
諸
物

価
が
高
騰
す
る
も
と
で
、
市
民

の
暮
ら
し
を
さ
ら
に
追
い
詰
め

る
保
険
料
の
引
き
上
げ
は
や
め

よ
と
、
市
の
姿
勢
を
質
し
ま
し

た
。

　

市
は
、
保
険
料
水
準
の
統
一

化
は
国
民
健
康
保
険
事
業
の
安

定
的
な
財
政
運
営
に
つ
な
が
る

と
し
、
保
険
料
率
の
算
定
に
あ

た
っ
て
は
、
物
価
高
に
よ
る
市

民
生
活
へ
の
影
響
な
ど
を
勘
案

し
て
、
保
険
料
の
上
昇
を
抑
制

し
た
と
の
答
弁
で
し
た
。

　

国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
証

の
有
効
期
限
は
今
年
７
月
末
日
で

す
が
、
マ
イ
ナ
保
険
証
の
全
国
の

利
用
率
は
、
６
月
末
で
３
割
に
届

い
て
い
ま
せ
ん
。
市
内
医
療
機
関

な
ど
か
ら
は
、
シ
ス
テ
ム
ト
ラ
ブ

ル
だ
け
で
な
く
、
受
診
す
る
ま
で

患
者
が
有
効
期
限
切
れ
に
気
づ
い

て
い
な
い
ケ
ー
ス
も
多
く
、
期
限

切
れ
の
「
マ
イ
ナ
保
険
証
」
だ
け

で
受
診
す
れ
ば
保
険
資
格
確
認
が

で
き
ず
、
医
療
費
の
10
割
自
己
負

担
を
求
め
る
ケ
ー
ス
も
出
か
ね
な

い
と
の
懸
念
の
声
が
あ
が
っ
て
い

ま
す
。

　

林
市
議
は
、
加
入
者
全
員
に

資
格
確
認
書
を
交
付
す
る
こ
と

を
決
め
た
自
治
体
の
事
例
を
示

し
、
国
民
健
康
保
険
の
発
行
権

限
は
、
自
治
体
に
あ
る
こ
と
か

ら
、
市
民
が
保
険
診
療
を
受
け

る
権
利
を
保
障
し
、
国
民
健
康

保
険
に
加
入
す
る
す
べ
て
の
被

保
険
者
に
資
格
確
認
書
の
発
行

を
す
べ
き
と
求
め
ま
し
た
。

　

市
は
、
マ
イ
ナ
保

険
証
を
利
用
す
る
こ

と
で
様
々
な
メ
リ
ッ

ト
が
あ
る
こ
と
等
を

理
由
に
、
一
律
に
交
付
す
る
考

え
は
な
い
と
答
え
ま
し
た
。

　

経
済
的
な
理
由
な
ど
で
生
理

用
品
を
購
入
で
き
な
い
と
い
う

「
生
理
の
貧
困
」
が
コ
ロ
ナ
禍
で

顕
在
化
し
、
国
や
自
治
体
の
施

策
と
し
て
学
校
や
公
共
施
設
へ

の
設
置
が
広
が
り
ま
し
た
。
そ

の
こ
と
に
よ
っ
て
、
生
理
に
伴

う
女
性
特
有
の
負
担
軽
減
や
、

性
差
に
と
ら
わ
れ
な
い
ジ
ェ
ン

ダ
ー
平
等
を
推
進
す
る
こ
と
へ

の
理
解
が
進
ん
で
き
ま
し
た
。

　

林
市
議
は
、
他
市
の
事
例
を

示
し
、
女
性
の
ス
ト
レ
ス
や
不

安
を
取
り
除
き
、
必
要
な
方
が

す
ぐ
に
利
用
で
き
る
よ
う
、
ト

イ
レ
ッ
ト
ペ
ー
パ
ー
と
同
様
に
、

本
市
で
も
す
べ
て
の
公
共
施
設

の
女
子
ト
イ
レ
に
、
生
理
用
品

の
設
置
を
求
め
ま
し
た
。

　

市
は
、「
生
理
の
貧
困
」
に
あ

る
女
性
に
寄
り
添
い
相
談
支
援
に

つ
な
げ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

る
こ
と
を
理
由
に
、
そ
の
考
え
は

な
い
と
の
冷
た
い
答
弁
で
し
た
。

　戦後80年の夏を迎え、世界では紛争や戦争が長引き、核兵器の使用が脅威となる下では、
唯一の戦争被爆国である日本の態度が問われています。ところが政府は、被爆者の願い
である核兵器禁止条約に参加せず、防衛予算の大幅な増大と軍拡を進めています。
　一方、物価高騰に追いつかない賃金や年金、医療・介護の切り捨てなど脆弱な社会保障
が社会に不安を与えています。共産党市議団は、国民の暮らしや命を顧みない国政から、
市民生活を守り、差別のない平和で安心できる市政へ、６月通常会議に臨みました。

内　容

国民健康保険被保険者に
資格確認書の一律交付をすることを求める

清
　
正
　
会

市
民
ネ
ッ
ト

意
見
書
案

新
　
和
　
会

(

自
民
系)

(

自
民
系)

湖
　
誠
　
会

日
本
共
産
党

(

民
主
系)

公
　
明
　
党

廉
　
正
　
会

(

自
民
系)

協
　
生
　
会

平
　
　
　
和

○ × × × × × × × ×

日本政府に核兵器禁止条約の参加を
求める意見書提出を求める

生理用品を公共トイレに常備することを求める

○ × × × × × × × ○

○ × × × × × × × ×

○ × × × × × × × ×

維
　
　
　
新

×

×

×

×

請
　
　
　
願

(

民
主
系)

立
　
志
　
会

(

自
民
系)

○

○

○

○直ちに消費税５％に減税することを求める

年金制度改正法を廃止し、
マクロ経済スライドの停止を求める

米価安定へ米の増産で安定供給を
目指す農政への転換を求める

○ × × × × × × × ×× ○

○ × × × × × × × ×× ○

６月通常会議の請願・意見書６月通常会議の請願・意見書

○＝賛成、×＝反対　（その他7件の意見書案が提出されました）

共産党提出の
意見書案をすべて否決
共産党提出の
意見書案をすべて否決

３つの市民団体から平和
と暮らしの安心を求める３
件の請願が提出されまし
た。しかし、表の通り反対
多数で否決されました。

共産党市議団は、消費税減税や年金制度改正、米
価安定・増産など、切実な市民の願いを国に求める意
見書案６件を提案しましたが、すべて反対多数で不採
択となりました。

●
生
活
保
護
制
度
の

　
　
　
積
極
的
な
活
用
に
向
け
て

そ
の
他
の
質
問
項
目

マイナ保険証を持たない人に

送付される資格確認書見本

高
い
国
保
料
の

引
き
上
げ
と
統一
化
や
め
よ

す
べ
て
の
被
保
険
者
に

資
格
確
認
書
の
発
行
を

す
べ
て
の
公
共
施
設
に

生
理
用
品
の
設
置
を

平和 と暮 安心しら は

市民の願い

市民の願いを否決する市議会
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HPをリニューアルしました。
議員のSNSもこちらから
確認できます。
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2025年６月通常会議

(２)

質問
紹介

６月通常会議の議案６月通常会議の議案

大型開発より市民の要求実現を

滋賀県が県内市町と連携して実施する産業用地
開発事業の候補地として、本市の湖西台地区が選
定されたことを受けて、開発事業に関する経理を
行うための特別会計を設置することなどが提案さ
れました。当該地を北部地域の振興発展に有効活
用することを望む声はあります。しかし、経済状
況が不透明なもとで、県内では企業の転入よりも
転出が上回ります。分譲開始となる５年後に需要
があるかは未知数で、34億円以上の本市負担分が

回収できるかは不確かです。一方で、計画が進む
庁舎整備には242億円から287億円もの多額の事
業費を必要とするなど、市の財政も厳しさを増し
ます。
共産党市議団は、当該地を取得してから６年が
経過し、地域の高齢化も進み課題も変化している
ことから、先行き不透明な開発事業は中止し、土
地活用について地元住民と協議することを求め、
関連する３議案に反対しました。

小島よしお市議

　コメなどの食料品やガソリンなど空前の諸物価高騰が続
き、実質賃金はマイナス、年金は減り続け、市民の暮らし
はもちろん、中小企業や医療・介護事業所の多くが赤字と
なる深刻な状況が続いています。
 小島市議は、市民の暮らしや生業を守るため、市として水
道料金や光熱費、ガソリン代などの直接支援を行うよう求
めました。また、物価高騰対策として、国
に、この間、引き下げてきた法人税を元に
戻して財源とし、国の補正予算を使った市
町への交付金の増額と消費税減税を求めよ
とせまりました。

物価高騰から市民の
暮らしと営業を守れ

　昨夏のコメ不足に端を発し、政府が適切
な備蓄米の放出を遅らせるなど、その場し
のぎの対策に留まったことにより、深刻な
米不足と価格高騰が市民生活を直撃しまし
た。大津は近江米の産地ですが、国の減
反・減産政策の押しつけで耕作放棄地が広
がり、一方で米農家の所得は下がり続けています。
　杉浦市議は、今回のコメ不足を教訓にした打開策として、農業で生活でき
る基盤の強化と、消費者の食を守るために価格保障と所得補償に国が責任を
持つなど、国の農業政策の抜本的転換を強く求めるよう市の姿勢を質しまし
た。

安心の米作りで、
市民の主食の安定供給へ

　　　 国が令和９年度から水田政策の
抜本的見直しの方向を示していることか
ら、その動向を注視するとの答弁に留ま
りました。

市は
　　　対策が必要と考えられる
生活者・事業者への支援の検討
を進めているとし、本市として国に
対して消費税引き下げを求める考
えはないとの冷たい答弁でした。

市は

●高齢者が安心して
  暮らせる施策について

その他の質問項目●市営住宅の適正な管理運営
●PFAS（有機フッ素化合物）対策
●就学援助制度の充実

その他の質問項目

先行き不透明な

杉浦とも子市議

　加齢性難聴は、QOLの低下や認知機能の悪化に影響を与え
ることが分かってきているため、難聴の早期発見と介入が重要
とされています。聞こえの改善は、補聴器を使用することが必
要ですが、購入には数十万円もかかります。住民要望などで、
全国464の自治体が補聴器購入の補助制度をつくり、県内では
19市町のうち10市町が補助を実施、市民に喜ばれているとの
ことです。
　柏木市議は、大津市も、難聴高齢者の早期発見・介入の施策
として、補聴器購入補助制度をつくるべきと求めました。

難聴高齢者に補聴器購入補助を

国の　国の制度創設が
望ましいとして、市独自
の制度を実施するとは
答えませんでした。

市は

●不登校支援について

その他の質問項目

はいったん中止を !

柏木けい子市議

●県内の補聴器購入補助

補助額は一人当たり（日野町は予定額）。
※の補助額は購入費の2分の1まで。

※討論の全文は、日本共産党大津市会議員団ホームページに掲載しています。

産業用地開発産業用地開発

滋賀民報2025年4月20日号より許可を得て抜粋

長 浜 市
近江八幡市
守 山 市
甲 賀 市
東 近 江 市
日 野 町
愛 荘 町
豊 郷 町
甲 良 町
多 賀 町

４万円
２万円
４万円
２万円
２万円
２万円
３万円
４万円
４万円
2.5万円

補助額
（上限）

65歳以上
65歳以上
65歳以上
65歳以上
65歳以上
65歳以上
18歳以上
18歳以上
18歳以上
18歳以上

対象年齢 所得制限

住民税非課税世帯の人
な　し

住民税非課税世帯の人。それ以外は上限2万円
住民税非課税世帯の人

な　し
な　し
な　し
な　し
な　し

住民税非課税世帯の人

※

※

※

※

※

※

※

みなさんと
 ともに
大津市会議員団

杉浦
とも子

林
まり

柏木
けい子

小島
よしお


